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１．はじめに 

 

我が国は自然的に災害を受けやすい環境にあり、発生する災害により人命や莫大な財産が失わ

れ、国民経済上も大きな負担となっている。特に、近年は、平成 28年熊本地震、平成 30年７月

豪雨、令和元年東日本台風（台風第 19号）、令和２年７月豪雨における被害をはじめとして、大

規模な地震、台風や集中豪雨等により、甚大な被害が各地で発生している。環境省においては、

こうした災害により発生した災害廃棄物の処理や廃棄物処理施設が被災した際の復旧に対して、

災害等廃棄物処理事業費補助金及び廃棄物処理施設災害復旧事業費補助金により財政的な支援を

行っているところである。 

また、平成 23年３月 11日に発生した東日本大震災による災害廃棄物の処理に要する費用につ

いては、「東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律」（平成 23年法

律第 40号）に基づき被災市町村に対する財政支援を行ったところである。 

 

これらの補助金にかかる申請額の確定にあたっては、財務省財務局の立会
りっかい

のもと、被害状況の

実地調査（いわゆる「災害査定」）を行い、被害額を両者の合意の下に確定する必要があるが、

市町村等において実務を担当する担当者からは「どのように事務手続きを行うのか」「○○は補

助対象となるのか」等の質問が寄せられることが多々ある。そのため、市町村等において実務を

担当する担当者向けに災害報告書等の作成方法や質疑応答を作成することとした。 

 

また、環境省では、東日本大震災の経験を踏まえてこれらを上回る規模の自然災害に備え、廃

棄物処理システムの強靱化に関する総合的な対策の検討を進めるため、平成 25年度から「大規模

災害発生時における災害廃棄物対策検討会（平成 27年に改称）」を開催し、大規模災害時におけ

る災害廃棄物処理について総合的な検討を行い、「巨大災害発生時における災害廃棄物対策のグ

ランドデザインについて」（平成 26年３月）と「巨大災害発生時における災害廃棄物に係る対策

スキームについて」（平成 27年２月）を取りまとめた。 

さらに、これまでの水害廃棄物対策指針や震災廃棄物対策指針を改定した「災害廃棄物対策指

針」（平成 26年３月策定、平成 30年３月改定）と「大規模災害発生時における災害廃棄物対策

行動指針」（平成 27年 11月）を策定するとともに、法制度の整備を実施し、「廃棄物の処理及

び清掃に関する法律及び災害対策基本法の一部を改正する法律」（平成 27年法律第 58号）が平

成 27年８月６日に施行された。 

 

本マニュアルの目的は、災害等廃棄物処理事業費補助金及び廃棄物処理施設災害復旧事業費補

助金の申請方法等を紹介するものであるが、今後、実地調査に臨む実務担当者の方々におかれて

はこれらの資料も広く活用していただくことを望むものである。 

 

 

 

令和３年２月 

 

        環境再生・資源循環局廃棄物適正処理推進課 
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２．環境省における災害関係業務のフロー 
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被害状況の 

とりまとめ 

地方事務所 市町村等 

災害等の発生 

災害等廃棄物処理事業及び廃棄物処理施設の被害状況調査 

災害等廃棄物処理事業報告の作成 及び 廃棄物処理施設被害状況報告の作成 

災害廃棄物処理事業実施 
（災害起因の漂着ごみ処理事業含む） 

災害に起因しない 

漂着ごみ処理事業実施 

廃棄物処理施設 

災害復旧事業実施 

災害査定日程調整 
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（市町村へのヒアリングを

行う場合は県と日程調整） 
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被害報告受領 
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災害査定日程 

調整依頼 

※堆積土砂排除事

業との連携事業が

ある場合、必要に応

じて国土交通省とも

日程調整が必要 

日程、派遣調査官 

氏名の確認 

地方事務所にて机上査定 （財務局立会なし）  実地調査報告書、朱書きの作成 

（市町村へのヒアリングを行う場合は都道府県同席） 

災害査定 

（財務局立会あり） 

実地調査報告書、 

朱書きの作成 

査定結果の受理 

限度額の確定 限度額通知受領 限度額通知 

交付申請・実績報告 交付申請・実績報告 交付決定・確定 

災害査定 （財務局立会あり）  実地調査報告書、朱書きの作成 

 

状況報告 把握依頼 把握依頼 

状況報告 状況報告 

把握依頼 

提出 

正副 2部 正副 2部 

報告(進達) 報告 

正本 

送付 通知 

地方事務所へは写しを送付 

送付 

提出 
申請・報告（進達） 

交付決定・確定 

日程、調査官

氏名の報告 

 

調査結果の

提出 

（財務局） 

支払い 請求 
請求 

支払い 

調整依頼 
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３．環境省における災害復旧制度の概要 

 
我が国は、その地理的位置、地形、地勢等から極めて自然現象による災害を受けやすく、毎年、台

風、豪雨、地震等により全国各地に多くの災害が発生し、多数の尊い人命と多大の財産を失い、国民

生活や社会経済に大きな影響を与えている。災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）によると、

災害とは、暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波、噴火その他の異常な自然現象等により生ず

る被害をいい、国は国土並びに国民の生命、身体及び財産を災害から保護することとされている。 

こうした災害による災害廃棄物の発生や廃棄物処理施設等における被災は、民生安定上また社会

経済上重大な影響があり、被災状況を早期に復旧することは行政の責務である。しかし、これらに要

する費用は莫大なものとなり、市町村の財政能力を超えるものとなることが多い。そのため、環境省

としても、災害等廃棄物処理事業費補助金及び廃棄物処理施設災害復旧事業費補助金という形で財

政上の支援を行い、災害からの早期の復旧・復興を目指し、公共の福祉を図ることとしている。 

災害に対しては速やかな被災地の復旧・復興を図るべく、その年に発生したものはその年の予備費

又は補正予算をもって予算を措置し、市町村に対し、財政的な支援を行っているところである。 

なお、国土交通省などで所管する公共土木施設に関しては、明治 14年より予算補助の形で国庫補

助が行われ、昭和 26年に「公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法」が制定された。環境省の災害

復旧制度については、同法の直接の適用はないものの、災害復旧制度の根幹となる考え方について

は、同法に基づくものを数多く引用しているところである。 

    

 

【用語の解説】 

本資料で使用している用語の意義は下記のとおりである。 

・実地調査要領・・・内閣府、厚生労働省及び環境省所管補助施設災害復旧費実地調査要領（昭

和 59年９月７日付け蔵計第 2150号） 

・(処理)交付要綱・・・災害等廃棄物処理事業費の国庫補助について（平成 28年１月 26日付け環

廃対発第 1601261号環境事務次官通知の別紙） 

・(復旧)交付要綱・・・廃棄物処理施設災害復旧費の国庫補助について（平成 28年１月 26日付け

環廃対発第 1601262号環境事務次官通知の別紙） 

・実 施 要 領・・・「災害等廃棄物処理事業費補助金及び廃棄物処理施設災害復旧費補助金実

施要領」の制定について（令和２年７月 31日付け環循適発第 2007314号環

境再生・資源循環局長通知の別紙） 

・取  扱  い・・・災害等廃棄物処理事業の取扱いについて（令和２年７月 31 日付け環循適発第

2007313号環境再生・資源循環局廃棄物適正処理推進課長通知の別紙） 

・負 担 法・・・公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法（昭和 26年法律第 97号） 

・負担法取扱要綱・・・公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法事務取扱要綱（昭和 31年 12月 10

日付け建発河第 114号） 
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４．災害等廃棄物処理事業とは 
 

１．目的 

暴風、洪水、高潮、地震、その他の異常な天然現象及び海岸保全区域外の海岸への大量の廃棄

物の漂着被害に伴い、市町村が実施する災害等廃棄物の処理に係る費用について、災害等廃棄物

処理事業費補助金により被災市町村を財政的に支援し、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図

ることを目的とする。 
 

２．概要 

①事業主体  市町村（一部事務組合、広域連合、特別区を含む） 

 

②対象事業  市町村が災害（暴風、洪水、高潮、地震、津波その他の異常な天然現象により生ず

る災害）その他の事由（災害に起因しないが、海岸法（昭和 31年法律第 101号）第

３条に定める海岸保全区域外の海岸における大量の廃棄物の漂着被害）のために実

施した生活環境の保全上特に必要とされる廃棄物の収集、運搬及び処分に係る事業

及び災害に伴って便槽に流入した汚水の収集、運搬及び処分に係る事業。特に必要と

認めた仮設便所、集団避難所等のし尿の収集、運搬及び処分に係る事業であって災害

救助法（昭和 22年法律第 118号）に基づく避難所の開設期間内のもの。 

 

③補 助 率  １／２ 

 

④補助根拠  ○廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45年法律第 137号） 

第 22条  国は、政令で定めるところにより、市町村に対し、災害その他の事由に

より特に必要となった廃棄物の処理を行うために要する費用の一部を補助す

ることができる。 

○廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和 46年政令第 300号） 

第 25 条 法第 22 条の規定による市町村に対する国の補助は、災害その他の事由

により特に必要となった廃棄物の処理に要する費用の２分の１以内の額につ

いておこなうものとする。 

 

        （参考）災害等廃棄物処理事業の沿革 

         ・清掃法（昭和 29年法律第 72号、廃棄物処理法の前身）第 18条に国庫補助の趣

旨が規定 

         ・廃棄物処理法（昭和 45年法律第 137号）の制定に伴い第 22条に趣旨が規定 

         ・平成 19年に災害起因以外の海岸漂着物による漂着被害について補助メニューと

して追加（災害等廃棄物処理事業の「等」に該当） 
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⑤そ の 他   本補助金の補助うら分に対し、８割を限度として特別交付税の措置がなされ、

実質的な市町村等の負担は１割程度となる。 

 

 
（負担割合のイメージ）                                          

５０ ５０  

 

 

 

 

 

         【特別交付税】 

 

市町村負担  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

    【激甚災害時】 

      災害対策基本法（昭和 36年法律第 223号）第 102条に基づき、地方負担分に対し 

て起債措置（災害対策債）がなされた場合、元利償還金について特別交付税措置（元 

利償還金の 57%） 

 

 

【特定非常災害時】 

地方負担分に対して起債措置（災害対策債）がなされた場合、元利償還金につい 

て特別交付税措置（元利償還金の 95%） 

なお、起債措置（災害対策債）の発行要件を満たさない場合、地方負担額の 95％ 

について特別交付税措置 

また、災害等廃棄物処理事業費補助金を活用して行う災害廃棄物処理事業におい 

て、当該市町村の財政力に比して特に過大な負担が生じる場合、該当都道府県に災害 

廃棄物処理基金を設置 

※災害廃棄物処理基金 

○基金の対象市町村は、局地激甚災害指定基準（公共土木）を活用し以下の通り。 

①標準税収入 50億円以下の市町村 ： 事業費推計＞標準税収入の 20％超 

②標準税収入 50億円超～100億円未満の市町村  

： 事業費推計＞標準税収入×20％＋（標準税収入－50億円）×60％ 

③標準税収入 100億円超の市町村  

： 事業費推計＞標準税収入の 50％超 

○基金の額は、事業費の 2.5％（国庫補助及び地方財政措置後の残割合）から、標

準税収入の 0.5％相当額を控除した額の 90％

(10＋α) 

総 事 業 費 

国庫補助対象事業費 １００ 

国庫補助額（補助率１/２） ５０×０．８＝４０ 
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（参考）災害等廃棄物処理事業の概要①  

 




